第２号様式（その1）（産学官共同研究開発事業用）（第６条関係）
事　業　計　画　書

　事業内容
	事業名　　　　　　　　
	

	事業内容の要約　　  
	※簡潔かつ明確に、計画している事業内容が伝わるように記載してください。（全角２００文字程度）



	活用する地域資源　  
	※地域資源一覧を参照の上、該当する「地域資源」を記載してください。


	事業の区分　　　　　

	産学官共同研究開発事業
助成率：２／３以内

限度額：5,000千円

	申請者
（共同研究体の代表者を本欄に記載のこと。共同申請者は２に記載すること）
	名　　　称：
住　　　所：
代表者職氏名：
連絡担当者職氏名：
電　　　話：　　　　　　　　　　　　Ｆ  Ａ  Ｘ：
ｅメール：

	資本金（出資金）
	
	設立日
	明・大・昭・平 年　月 日

	従業員数等
	役　員　　名（内訳：常勤　　名・非常勤　　名）
従業員　　名（内訳：正規　　名・パート等　名）

	主たる業種
	※日本標準産業分類（平成25年10月改定）（平成26年4月1日施行）の「中分類」を参照（下記URL参照）の上、該当する「業種名」を記入してください。
http://www.soumu.go.jp//toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/02toukatsu01_03000044.html#a


	会社の
事業概要
	（主な商品や製品又は、サービスの内容等を箇条書きで簡潔に記載してください。）


	過去３年度の状況
	売上高
	営業利益
	経常利益
	税引後当期利益

	
	～
	        千円
	        千円
	        千円
	           千円

	
	～
	        千円
	        千円
	        千円
	           千円

	
	～
	        千円
	        千円
	        千円
	           千円

	事業の実施日程
	開始予定日　交付決定日
完了予定日　※実施期間は交付決定日から１年以内です。完了予定日を以下から選択してください。

□　交付決定日から1年間
□　その他　　　年　　月　　日

※特に完了予定日を設定する場合は「その他」を選択の上、「年月日」を記載してください。


２　共同研究体の構成員
	構成員　　　　　　　　　
	名　　　称：
住　　　所：
代　表　者：
電　　　話：
ｅメール：

	資本金
	

	従業員数
	

	主たる業種
	

	設立日
	　　年　　月　　日


　（注）必要に応じて表を追加し、全ての構成員について記載してください。

　（注）大学との連携については、研究者の略歴を添付してください。

３　研究開発の概要
	（１）研究開発の必要性
	

	※　大学・研究機関等が行おうとする研究開発について、研究テーマ、研究の内容（研究開発を必要とする市場の背景等）、研究の方法、研究よって得られる成果地域経済への波及効果（雇用の創出、地場企業の活用による地域経済の活性化、県内外に対する地域認知度の向上等）について具体的に記載してください。

	（２）新規性・成長性
	

	※　研究内容の新規性（競合する類似研究との相違点等）、事業化後の成長性（売上見込、想定する県内外及び国外への販路開拓、該当事業に関する産業財産権の取得等）について具体的に記載してください。

	（３）生産計画及び利益計画
	

	※助成事業終了後、３年間の展望を記載してください。
この事業計画書の事業のみ記載してください。　

※生産数量については、「個、本、L」等の個数単位を（　）内に記載してください。
商品名
内容
１年後
２年後
３年後
売上高（A）
千円
千円
千円
生産数量（　）
売上高（B）
千円
千円
千円
生産数量（　）
売上高（C）
千円
千円
千円
生産数量（　）
売上高合計D=（A+B+C）
千円
千円
千円
仕入原価（E）
　　　　千円
千円
千円
売上粗利益（F=D-E）
千円
千円
千円
販売管理費等（G）
千円
千円
千円
営業利益（F-G）
千円
千円
千円
特記事項

※計数に関する根拠等を記載してください。

	（４）スケジュール
	

	※　事業化に向け実施する研究開発項目毎に具体的な内容及び実施スケジュールを記載してください。

（１年目）

　　　　　　　　　　　月
実施項目（実施機関）


	（５）過去の研究成果
	

	※　本事業に関連する構成員の開発実績、保有産業財産権等について記載してください。



	（６）研究開発体制
	

	※　研究者の人数、担当部署、構成員相互の役割分担（事業実施に関連する機関・役割の全体がわかるように簡潔に）等について、図を用いて簡潔に記載してください。
　　研究者については、略歴を添付すること




４　他の類似補助（助成）制度の申請・採択状況（予定を含む）

	補助金等の名称
	関係省庁等
	事業テーマ
	利用（予定）時期

	
	
	
	平成　年　月

	
	
	
	平成　年　月


５　おおいた地域資源活用商品創出事業への過去の応募状況等

※該当欄に○印及び該当する場合は、記載してください。

	過去
応募
	有・無
	応募
	平成　　年　　

	
	
	応募内容（テーマなど）


	過去
採択
	有・無
	採択内容（テーマなど）



※過去応募については、今回応募内容と重複する場合は、変更事項を併せて記載してください。

※複数回応募した場合、全てを記載してください。

６　事業に要する経費
                                                                  （単位：円）
	経　費　区　分
	助成事業

に要する経費
	助成対象
経費

※消費税を抜いた額
	助成金交
付申請額

（助成率

2/3以内）
	助成事業に要する
経費の内訳・積算
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	1年目
	
	

	謝　  　金
	
	
	
	
	
	

	旅　　  費
	
	
	
	
	
	

	庁　　　費
	
	
	
	
	
	

	原材料費
	
	
	
	
	
	

	構築物費
	
	
	
	
	
	

	機械装置・
工具器具費
	
	
	
	
	
	

	外　注　費
	
	
	
	
	
	

	雑役務費
	
	
	
	
	
	

	そ  の  他
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


（注１）助成対象経費は、本事業の対象として明確に区分できるもので、かつ証拠書類によって金額等が確認できるものに限ります。
（注２）参画機関への外注費について、参画機関毎にその内訳を当様式に準じて作成し、添付してください。
第３号様式（その１）（産学官共同研究開発事業用）（第６条関係）
収　支　予　算　書
　１　収　入　
                                                                　 （単位：円）
	項　目
	予 算 額
	備　　　　考

	助成金
自己資金
借入金
その他
	　　　　　　　
	

	計
	
	


　２　支　出
                                                                   （単位：円）
	項　目
	予 算 額
	備　　　　考

	謝　　　金

旅　　　費

庁　　　費

原材料費

構築物費

機械装置

・工具器具費

外 注 費

雑役務費

そ の 他
	              
	

	計
	
	


